
平成28年度の重点項目

№ 項目

94人

3
職員の人材育成の
推進

市民が安全で安心して暮らすことのできるまちを実現
していくために、「（仮）安心・安全まちづくり条例」を制
定し、安心安全のまちづくりの推進を図っていく。

具体的内容

平成２７年度に改訂した「総合防災計画」に定められ
た事業を的確に推進する。特に、災害時に適切かつ
柔軟な対応ができるよう庁内の各部署や関係機関と
連携した防災訓練や研修等を実施していく。
また、広域的な連携などを強化する中で、災害時の
対応ができるよう体制を整えていく。

災害に強いまちづく
りの推進

4

部の概要

庁舎駐車場の適正管理、財産の有効活用を目的とし
て、庁舎駐車場有料化の方針を策定し、平成２８年
度中に実施していく。

　行政管理部は、市政運営を支える市有財産の管理、市有施設の営繕、契約事務、情報セキュリティ・法規事務、電算業務、人事管
理のほか、市民に対しては防災・防犯対策などや住民票・戸籍・年金の窓口としての役割を担っています。
　平成28年度では、国立市第５期基本構想第１次基本計画の重点項目である「安心・安全の確保」の実現に向けて、平成27年度改
定した総合防災計画に定められた事業を的確に推進するとともに、「（仮）安心・安全まちづくり条例」を制定し、安全で安心なまち、災
害に強いまちを目指していきます。
　また、職員の人材育成においては、人事評価制度の充実を図るとともに、女性パワーを引き出す組織とするため、「女性活躍推進
アクションプラン」に定められた事業を的確に推進していきます。
　さらに、社会保障・税番号制度（マイナンバー）の運用を安全かつ確実に実施することや庁舎駐車場の有料化することにより、市民
の利便性の向上、行政事務の効率化及び市有財産の有効活用を図ってまいります。

達成状況（年度末評価）

1

達成度

Ｂ

Ｄ

Ａ

【達成度】　Ａ…100％　Ｂ…80％以上100％未満　Ｃ…50％以上80％未満　Ｄ25％以上50％未満　Ｅ25％未満

　　　　　　　　◆　平成28年度　　部長マニフェスト　◆　行政管理部長　　

部の運営方針

部長写真所属課と人員
（H28.4.1現在）

総務課・建築営繕課・職員課・防災安全課・検査担当
情報管理課（情報政策担当・法務担当含む）・市民課

総合運用テストの各工程であるマスター情
報の取得・反映や機関別符号の取得・内部
番号との紐付け、他市との情報提供ネット
ワークシステムを利用した情報照会・提供等
について年度内に実施できた。
また、住民票、印鑑証明、課税証明のコンビ
ニ交付を平成２９年２月に開始し、市民の利
便性の向上を図った。

平成29年7月から始まる各機関との情報連携を安全確実
に実施できるようにするため、平成28年度は総合運用テス
トを実施する。具体的には、関係各課と調整や支援を行い
ながら、平成28年7月中旬までにシステム改修、サーバ機
器設定等総合運用テストのための整備を完了し、7月中旬
からの総合運用テストを着実に進めていく。
また、市民の利便性の向上を図るため、平成２８年度中に
住民票等のコンビニ交付制度を構築していく。

職員の人材育成や意欲向上を図っていくため、人事
評価の評価制度の向上や評価結果を昇給や勤勉手
当に反映する仕組み（処遇反映）の定着を図ってい
く。また、女性パワーを引き出す組織とするため、「女
性活躍推進アクションプラン」に定められた事業を的
確に推進していく。

安心安全のまちづく
りの推進

平成２８年度においても、災害対応力向上
のため、各種訓練を実施した。特に、関係機
関と連携した総合水防訓練や医師会との共
同訓練としてトリアージ訓練を実施した。
また、広域的な連携強化としては、新たな災
害協定を４つ締結するとともに、災害時にお
ける相互応援協定を締結している韮崎市、
北秋田市と連携した訓練を行った。

2

Ａ

人事評価の定着化にあたっては、管理職へ
のヒヤリングを継続する等、評価精度の向
上に努めた。また、全職員対象に本制度の
説明会を実施し、人事評価制度について周
知に努めた。なお、平成２８年度は、管理職
に対して評価結果を勤勉手当に反映した。
次に、女性パワーを引き出す取り組みとし
て、女性リーダーシップ研修をメンバーを入
れ替えて実施した。また、女性職員同士の
座談会の開催や
キャリアデザイン研修を行うなど、取り組み
を推進した。

社会保障・税番号
制度（マイナン
バー）への対応

庁舎駐車場の適正管理、財産の有効活用
を目的として、市民説明会、プロポーザルに
よる業者選定を経て、駐車場拡幅工事等を
完了し、平成２８年１２月２６日庁舎駐車場
の有料化を実施した。

5
市有財産の有効活
用

Ｂ

これまで「市民が安心して暮らせるまちづく
り庁内検討委員会」を５回開催し、安心安全
の定義を中心に条例の骨子案の検討を
行ったが、実行性の担保をどう図っていくか
などの課題が多く、平成２８年度中の制定に
は至らなかった。


